
  

蒲郡市と株式会社 ECOMMIT との 

リユース活動の促進に向けた連携に関する協定書 

 

蒲郡市（以下「甲」という。）と株式会社 ECOMMIT（以下「乙」という。）は、以下のとお

り協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

（目的） 

第１条 本協定は、甲及び乙のそれぞれが有する人的・物的資源を有効に活用して、地域の課

題解決に向けた活動等、地域の活性化を図ることを目的とする。 

（連携事項） 

第２条 甲及び乙は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について、業務に支障のな

い範囲で連携して取り組むものとする。 

⑴ サーキュラーシティ推進のため使用可能な物品のリユース促進につながる事業に関

すること 

⑵ その他、本協定の目的を実現するために必要な事項 

２ 甲及び乙は、前項各号に掲げる事項を効果的に実施するため、定期的に協議を行うものと

する。また、具体的な連携内容については、双方合意のうえ、実施するものとする。 

（協定内容の変更） 

第３条 甲又は乙のいずれかが、本協定の内容の変更を申し出たときは、甲乙協議の上、必要

な変更を行うものとする。 

（守秘義務） 

第４条 甲及び乙は、本協定による連携事項に関して知り得た相手方の情報（以下「秘密情報」

という。）を、相手方の事前の書面による承認を得ずに第三者に開示し、又は提供等しては

ならず、本協定の目的に反して利用しない。なお、当該情報の開示又は提供等に当たっては、

条例の定めるところによるものとする。 

２ 甲及び乙は、本協定が理由の如何を問わず終了した後も、前項に定める守秘義務を負うも

のとする。 

３ 甲及び乙は、本協定の終了時又は相手方から求められた場合にはいつでも、遅滞なく、相

手方の指示に従い、秘密情報並びに秘密情報を記載又は包含した書面、その他の記録媒体及

びその全ての複製物を返却又は廃棄する。 

（知的財産権の取扱い） 

第５条 甲及び乙は、本協定による連携事項において、知的財産権の対象となるべき発明又は

考案をした場合には、相手方に通知しなければならない。 

２ 前項の場合において、知的財産権の取得のための手続及び権利の帰属等に関する詳細につ

いては、甲乙協議の上、定めるものとする。 

（有効期間） 

第６条 本協定の有効期間は、締結日から令和７年３月３１日までとする。ただし、本協定の 

 有効期間が満了する日の１か月前までに、甲又は乙が書面により特段の申し出を行わない 

ときは、有効期間が満了する日の翌日から１年間本協定は更新され、その後も同様とする。 

 

（事業化等） 

第７条 本協定は、本協定第２条に定める連携事項の成果をもとに、甲と乙とで、何らかの事

業を実施することを確約するものではない。 

２ 本協定は、甲及び乙が本協定の各条項に反しない限り、単独又は相手方以外の第三者と共

同で、本協定第２条に定める連携事項と同一又は類似する内容の連携等を行うことを妨げ

るものではない。 

３ 甲及び乙は、相手方の書面による事前の同意なくして、本協定の契約上の地位又は本協定

に基づく権利若しくは義務につき、第三者に対する譲渡、担保設定、その他の処分をしては

ならないものとする。 

(協議) 

第８条 本協定は、蒲郡市と事業者等との連携協定に関する実施要綱（令和４年１０月１日施

行。以下「要綱」という。）の定めに従うものとし、要綱の規定により協議を必要とする場

合又は要綱及び本協定に定めのない事項若しくはそれらの内容に疑義等が生じた場合は、

甲乙協議の上、決定するものとする。 

 

(合意管轄) 

第９条 本協定に関連して生じた紛争については、被告の本店所在地を管轄する地方裁判所

を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ署名の上、各自その１通を 

保有するものとする。 

 

令和６年６月２８日 

甲 愛知県蒲郡市旭町１７番１号 

  蒲郡市 

蒲郡市長   鈴木 寿明 

 

 

乙 鹿児島県薩摩川内市水引町２８０３ 

株式会社 ECOMMIT 

取締役 CSO  坂野 晶 


